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はじめに

県知事発表から5年目を迎えた5月末、新産業廃棄物

最終処分場の本格工事が始まりました。

建設用大型車両は油縄子交差点から諏訪神社前を通り

大平田、建設予定地を往復しています。

工事中の交通安全対策を始め、施設周辺と梅林通りの

環境保全対策等、私たちの生活環境が今以上に悪化す

ることの無いよう十分な配慮が必要になります。

先行事例であるエコフロンティアかさまでは、4者による

環境保全に関する協定が締結され、その効力は今も有効

に発揮されており、地域にとっては迷惑施設である最終処

分場の建設に伴う住民の痛みを緩和することにその役割

を果たしていることを感じます。

今号では、県の提示した4者協定案に対し、諏訪学区の案をもとに、比較表を作成しましたが、

出来れば本来、日立市が中心となり住民目線に立った協定案をつくり、茨城県、事業団と

協議して頂きたいものです。

一方、日立市諏訪学区では、建設工事が始まる前から、

建設工事や交通安全対策及び地域振興と環境保全を含

めた4者協定(茨城県、県環境保全事業団、日立市、諏訪

学区コミュニティ推進会)の締結を目指してきましたが、現

時点で締結するには至っておりません。

令和2年5月26日の県知事発表以来、諏訪学区では環

境保全委員会を中心に建設地域の諏訪地区の住民だけ

が損をうけることの無いように活動してきました。

今回は2月に提示された県の案と、7月3日の自治会長

会議で了承された4者協定諏訪案の対比表を２，３面でご

紹介します。

4面は諏訪の環境保全に関する協定書の全文の要約を

載せましたので参考下さい。

安全第一で工事車輌が現在、国道6号線の油縄子交差点から諏訪神社前を通る

梅林道路を通行しております。

ここ以外に通行しているところを見かけた方は交流センターにトラックの前の番号を

お知らせください。こちらから事業団に連絡します。

また、トラックから砂利等の落下を見かけた場合にも連絡ください。

処分場の本体工事 新設道路の工事

■事業者

（一般）茨城県環境保全

事業団

■主な工事内容

・敷地造成

・遮水工

・各施設整備

■車両標識

・車両前面常時表示

■事業者

茨城県高萩工事

事務所

■主な工事内容

・道路工事

（トンネル、橋染含む）

■車両標識

・車両前面常時表示

4者協定諏訪（案）の要約

編集後記

前文
茨城県、県事業団、日立市、諏訪学区コミュニティ推進会は、事業団が諏訪町に設置する最終処
分場の整備及び管理に関して、次の協定を締結する。

第1条　目的
　この協定は県の基本理念及び市の環境都市宣言のもと、施設の建設、廃止、指定区域の解除に
　至る間（ライフサイクル）において公害発生を防止し、地域住民の生命財産、生活自然環境の保
　全を図り、地域住民が誇りをもって暮らし続けられる環境を未来に引き継ぐことを目的とする。

第2条　基本的役割　
　県、事業団、市、諏訪学区は法令を遵守し相互に協力して　ライフサイクルの間、施設の安全性
　を確保し地域住民の安全と環境保全に万全を講ずる。

第3条　安全及び環境の保全
県、事業団、市、諏訪学区は、関係する法律、県条例ほか生活環境調査委員会による提言やこの
協定を遵守して環境保全措置を確実に実施し、地域住民の安全及び環境の保全を図る。

第4条　環境保全委員会の設置
事業団は、県、市、諏訪学区と協議の上、地域住民の安全及び環境保全に資する独立した権能を
有する環境保全委員会を設置する。委員会は県、市、諏訪学区、市民及び学識経験者で構成し、
活動結果に基づいて、事業団に指導、助言できる。

第5条　監視委員会(仮称)の設置
市は、県との間で取り交わした確認書の遵守状況確認と施設の監視を目的として、独立した機能
を有する監視委員会(仮称)を設置する｡委員会は市と諏訪学区で構成し、活動結果に基づいて
事業団に指導、改善、停止要請ができる。

第6条　廃棄物の埋立期間
　　 　開業後23年間として、延長を認めない。
第７条　　埋立終了後の管理
　　　埋立終了後の指定区域の解除、廃止の基準は県、事業団、市、諏訪学区が協議の上、定める。
第8条　跡地利用

施設が安全に廃止された後の跡地利用については、現状では不確定であり、細目は別途、県、
事業団、市、諏訪学区が協議の上、定める。

第9条　情報公開
事業団は、環境モニタリング結果をHPで公表するとともに環境保全委員会及び監視委員会
（仮称）に報告し、記録を永久に保管しなければならない。

第10条　事業継続のための計画書
事業団は、大規模災害発生などに備えた、事業継続のための計画書を策定の上、県、市、諏訪
学区と共有し、緊急事態における周辺環境の保全に努める。

第11条　施設の管理、非常時の措置等
事業団は、施設敷地内に管理事務所を設置し、事故等発生時の即応体制を構築する。
事故等の場合は、原因を究明し、再発防止策を策定した後でなければ廃棄物の受け入れ及び
処理を再開してはならない。

第12条　苦情処理等
事業団は、地域住民等から直接提起される施設に関連した苦情等について、窓口を設け、迅速
かつ誠意をもって対応する。

第13条　損害賠償
事業団の事業活動に起因して地域住民の安全及び環境に悪影響を及ぼした場合は、遅滞なく
必要な改善策を措置し、地域住民に損害が生じたときは、誠意をもってその損害を賠償する。

第14条　国及び地方公共団体の施策への協力
事業団は、県と連携し、国及び地方公共団体が行う施策又は災害、緊急時等における廃棄物の
適正処理に協力できる。但し、事前に市と諏訪学区の合意を得る。

第15条　信義則
県、事業団、市、諏訪学区は、 信義を重んじ、誠実にこの協定を履行するものとする。

第16条　協定の改定
この協定に定めのない事項、又はこの協定に関し疑義が生じたときは、県、事業団、市、諏訪

　　　学区が協議して定める。




